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排出量取引入門 

東京都環境局 

２０１９年５月 



本説明会の内容 

１．東京都の気候変動対策 

２．排出量取引制度の概要 

 （１）排出量取引の基本的な事柄 

 （２）削減量口座簿とは 

 （３）排出量取引の例 

３．排出量取引に係る留意事項 

４．排出量取引に係る各種手続 

５．クレジットの無効化についての手続きと留意事項 

６．総量削減義務と排出量取引システムについて 

７．関係資料の掲載場所 

８．排出量取引に関する用語定義集 

 

 

 

• 「１．東京都の気候
変動対策」追加 

• 番号修正 

• 「８．排出量取引に
関する用語定義集
」追加 

• 各ページ右上項番
修正（11/３０） 



1．東京都の気候変動対策 

• 排出量取引入門（
平成30年12月）修
正案_181114_都
対策追加（作成途
中）より追加 



【2006年12月「10年後の東京」】 
 ●温室効果ガス排出量   「2020年までに、25%削減（2000年比）」   

 

【2014年12月「東京都長期ビジョン」】 
 ●エネルギー消費量    「2020年までに、20％削減（2000年比）」 
 

【2016年3月「東京都環境基本計画」】 

 ●温室効果ガス排出量   「2030年までに、30％削減（2000年比）」 
 ●エネルギー消費量    「2030年までに、38％削減（2000年比）」  
 ●再生可能エネルギー   「2030年までに、電力利用割合30％程度に」 

１-(１)東京都の気候変動対策 
          ～温室効果ガスの総量削減目標～ 

省エネルギー・エネルギーマネジメントの推進により、エネルギー利用の高効率化・最適化が
進展し、エネルギー消費量の削減と経済成長が両立した、持続可能な都市が実現している。 
産業・業務部門においては、事業者規模の大小にかかわらず、設備機器の効率的な運用・高
効率化が進むとともに、低炭素なエネルギーの選択行動がとられている。 

あるべき姿 

～目標～ 

• 排出量取引入門（
平成30年12月）修
正案_181114_都
対策追加（作成途
中）より追加ｃ 
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業務・産業 
部門 約５１％ 

家庭部門 
約２８％ 

運輸部門 
 約１８％ 

大規模事業所への「総量削減義務」の実施 

中小規模事業所の省エネを促進 

家庭の節電・省エネを進める 

●家庭用燃料電池の普及促進  など  

自動車部門のＣＯ２削減 

●ZEV（燃料電池車、電気自動車など）の普及促進 
 

●地球温暖化対策報告書制度 
●中小テナントビルの省エネ改修支援 

環境都市づくり制度の導入・強化 

●交通・輸送における省エネルギー対策の推進  など 

大規模 
事業所 
（約1200） 
約４割 

中小規模 
事業所 
（約66万） 
約６割 

●新築建築物の環境性能の評価と公表 
●マンション環境性能表示 
●地域でのエネルギーの有効利用 など 

●既存住宅の断熱性能の向上、ゼロエミ住宅の導入促進 
 

都ＣＯ２排出量（6,006万ﾄﾝ）の部門別割合※ 

※ 2016年度速報値より算出 

１-(２)東京都の気候変動対策 ～部門別の対策～ 

●総量削減義務と排出量取引制度 

• 排出量取引入門（
平成30年12月）修
正案_181114_都
対策追加（作成途
中）より追加 
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廃棄物 約３％ 
4 
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２－（１）排出量取引の基本的な事柄 

２ 排出量取引制度の概要 

ＣＯ２ 



●オフィスビル等を対象とする世界初 
   の都市型のキャップ＆トレード制度 
 
●高効率機器への更新や運用対策の推進 
 など、自らの事業所で削減対策を推進 
 
●自らの削減対策に加え、排出量取引 
 での削減量の調達により、合理的に 
 対策を推進することができる仕組み 
 
●大規模事業所間の取引に加え、各種 
 クレジットの活用が可能 
 

 総量削減義務と排出量取引制度 ~制度概要~ 
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２（１）排出量取引の基本的な事柄 



履行期限 
2021年9月末 第２計画期間の履行期限 

2015年度 2016年度 2017年度 2020年度 2019年度 2018年度 2021年度 

● 総量削減義務の履行期限 
  計画期間終了後、１年6ヶ月間の整理期間の末日が、履行期限となる。 

● 削減計画期間：５年間 
（第１計画期間：2010～2014年度） 

第２計画期間：2015～2019年度 
第３計画期間：2020～2024年度 
 

整理期間 計画期間 

（第１計画期間の整理期間は2015年4月～2016年9月末） 

第２計画期間の整理期間は2020年4月～2021年9月末 

第３計画期間の整理期間は2025年4月～2026年9月末 

※ 削減義務量及び年度排出量確定時点で、整理期間の終了まで180日以下の場合は、 
  それらの確定後180日を経過した日が履行期限となる。 

 

2020年度 2021年度 2022年度 2025年度 2024年度 2023年度 

履行期限 
2026年9月末 

2026年度 

第３計画期間の履行期限 

 総量削減義務と排出量取引制度  ~削減計画期間~ 

7 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 

現在 

4月 ― 3月 



● 対象  約1,200 事業所 
● 削減義務率 

区 分 第１計画期間 第２計画期間 第３計画期間 

Ⅰ-1 
オフィスビル等※１と地域冷暖房施設 
（「区分Ⅰ-2」に該当するものを除く。） 

８％ １７％ ２７％ 

Ⅰ-2 
オフィスビル等※１のうち、他人から供給された 
熱に係るエネルギーを多く利用している※２事業

所 
６％ １５％ ２５％ 

Ⅱ 
区分Ⅰ-1、区分Ⅰ-2以外の事業所 
（工場等※３） 

６％ １５％ ２５％ 

※１ オフィスビル、官公庁庁舎、商業施設、宿泊施設、教育施設、医療施設等 

※２ 事業所の全エネルギー使用量に占める他人から供給された熱に係るエネルギーの割合が20%以上 

※３ 工場、上下水施設、廃棄物処理施設等 

《新たに特定地球温暖化対策事業所となる事業所の削減義務率》             

● 第２計画期間中に新たに特定地球温暖化対策事業所となった事業所は、特定地球温暖化対策事業所になって 

  から５年度目までは第１期の削減義務率を適用し、その後の５年間は第２期の削減義務率を適用する 

● 第３計画期間中に新たに特定地球温暖化対策事業所となる事業所は、原則第２計画期間の削減義務率を適用 

  ただし、経過措置として、第３計画期間の４年度目までは第１期の削減義務率を適用する 

 総量削減義務と排出量取引制度  ~削減義務率~ 
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２（１）排出量取引の基本的な事柄 
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総量削減義務の内容 

≧ 
削
減
義
務
履
行 

第２計画期間 
 2015    ‘16    ‘17    ‘18    ‘19    年度 

（例）「基準排出量」：10,000 t 

    第２計画期間の削減義務率：▲１７％削減 の場合 

 2015    ‘16    ‘17    ‘18    ‘19    年度 
第２計画期間 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 

排出上限量：41,500㌧ 
（5年間で排出可能なCO2排出量の限度） 
 

●削減義務量 

10,000㌧×17%×5年間＝8,500㌧ 
●排出上限量 

10,000㌧×5年間－8,500㌧＝41,500㌧ 

削減義務量 

５年間の排出量の合計 

▲17 % 

10,000 t 

 
 

 
 

削減義務期間の排出量を、上記で定まる排出上限量以下にする 

基準排出量 削減義務率 × 削減義務量 × 削減義務期間 

基準排出量 削減義務量 削減義務期間 排出上限量 × － 

手法１：自らで削減する 
手法２：自社のバンキングを利用する 
手法３：排出量取引を行う 
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排出量取引の位置付け 

取引は、削減不足量が確定してから検討すればよいというものではあ
りません。 

早い段階から、組織的な検討体制を構築して取引の必要性を判断し、
必要な場合は、取得のための準備を進めてください。  

「…事業所において経済的及び技術的に…実施可能な対策の実施により見込
まれる削減量を算定した後に、…不足する量について排出量取引を行うとい
う手順で検討するよう努めなければならない。」と対策実施を排出量取引よ
りも優先するよう決めているが、 

一方で、「検討の結果、排出量取引を実施する必要があると判断した場合に
は、取得する削減量の種類及び取得方法について検討し、計画的な取得に努
めるものとする。」としている。 

「地球温暖化対策指針」の規定 

 

☝ 

 

☝ 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 



 

 “クレジット”とは削減対策の実施により得られる温室効
果ガスの削減量のこと 

 “クレジット”は５種類 

① 超過削減量 
② 都内中小クレジット 

③ 再エネクレジット 

④ 都外クレジット 

⑤ 埼玉連携クレジット 

排出量取引では“クレジット”が取引できる 

オフセットクレジット 

自らの削減義務量以上
に削減した場合に 

クレジットにできるもの 

 第１計画期間のクレジットは、一部の再エネクレジットを 
除き、第２計画期間の削減義務の履行に利用可能 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 
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 排出量取引の結果は、都が管理する「総量削減義務と

排出量取引システム」という電子システムに記録する。 

 口座簿の記録は、申請等に基づき都が行う。 

 口座簿には２種類ある。 

           ①指定管理口座 

           ②一般管理口座 

            
 

排出量取引は、削減量口座簿上で行われる 

口座簿 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 
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排出量取引の基本概念 

一般管理口座の開設 

削減義務達成 
超過削減量を発行できる 

クレジット購入希望！ 

 

\ 

指定管理口座 指定管理口座 

一般管理口座の開設 

事業所の義務履行状況を確認 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 
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無償も可 



【指定管理口座とは】 

知事が指定地球温暖化対策事業所の指定を行う際に、職
権で開設される口座 

削減義務の履行状況を管理する口座 

指定管理口座に記録される数値は、対象事業所の排出状
況を示す数値  

排出量取引は、削減量口座簿上で行われる 

対象事業所 

指定管理口座 

事業所と対になるイメージ 
ひとつの事業所に、ひとつの指定
管理口座が開設される。 「所」の口座 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 
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排出量取引は、削減量口座簿上で行われる 
【一般管理口座とは】 

事業者からの申請に基づき開設する口座 

クレジットを売却、購入する際（排出量取引）に開設が必要 

クレジットの無効化を希望する場合にも開設が必要 

  →無効化の詳細は、「５．クレジットの無効化の手続きと留意事項」（スライド 

59～）参照 

事業者（口座名義人） 

一般管理口座 

希望者が開設 
取引の記録を行う口座 

「者」の口座 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 
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• 見出し番号、指定
先ページ番号変更
（11/16） 



スケジュールの確認 

計
画
期
間
の
義
務
履
行
期
限 

排出量取引の実施 

義
務
履
行
状
況
の
確
認 

５
年
分
の
排
出
量
の
確
定 

措
置
命
令→
義
務
不
足
量×

 

倍
の
削
減
命
令 

1.3 

命令違反 

違
反
事
実
の
公
表 

知
事
が
不
足
量
の 

倍
を
調
達
し
、
そ
の
費
用
を
請
求 

罰
金
（
上
限
50
万
円
） 

1.3 

2021年度 2020年度 2019年度 9月 

削減対策の実施 

2015年度～2017年度 

ク
レ
ジ
ッ
ト
調
達 

不
足
見
込
み 

義
務
充
当 

超
過
見
込
み 

バ
ン
キ
ン
グ 

ク
レ
ジ
ッ
ト

売
却
等 

• 計画書提出及び点
線の削除 

• 第３計画期間追加 

（11/29） 

2018年度 

第２計画期間 
第2計画期間の整理期間 

第３計画期間 
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２（１）排出量取引の基本的な事柄 

第一計画期間のクレジットは 
ここまで利用可能（有効期限） 

（一部の再エネクレジットを除く。） 
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排出量取引をするための４つのステップ 
 
 

１．削減量の確認 
  義務履行のためにクレジットを購入等する必要があるのか、超過削減量の発行が見込める 

  のかを確認 

 

２．口座の開設 
  排出量取引をする場合、一般管理口座の開設と、指定管理口座との関連付けが必要 

 

３．取引先の確保 
  クレジットの購入先又は販売先を見つけることが必要 

 

4．計画的な取引の実施 
  クレジットはすぐに取引できるとは限らない。計画的な手続等が必要 

   （申請によって約２～３ヶ月を要する場合がある） 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 
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都の排出量取引は相対取引である。 

取引価格は、取引する当事者同士の交渉・合意により
決定する。 

取引価格に対する上限価格、下限価格等の制約は特
にない。 

 取引について  

 

\ 
ＣＯ２ 
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２（１）排出量取引の基本的な事柄 
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 クレジットの販売先や購入先の見つけ方（１）  

電子システムの見積受付登録事業者照会を利用 

 見積受付登録事業者照会とは、電子システム内にある掲示板 

 クレジットを買いたい、売りたい方が、取引相手を探すために、 

 自らの情報を東京都のシステムに登録できる。 

                   ※一般管理口座を開設している場合に限る。 

 
 

  

• 読み上げ原稿に都
内中小クレジットと
再エネクレジットも
探せる旨を読み上
げ原稿に追記済 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 
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 クレジットの販売先や購入先の見つけ方（２）  

民間のクレジット仲介業者、グリーンエネルギー証書の 

 発行事業者を利用 

 
排出量取引セミナー 
に出展したことのある 
クレジットの販売・仲介を 
行っている事業者の情報 
を公表している。 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/clim

ate/large_scale/trade/index.files/tyuuk

aiichiran.pdf 
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公表データの利用 

 「排出量取引実績等の情報」 

 購入希望の場合 

⇒クレジット発行事業者に 

  問い合わせてみる。 

 販売希望の場合 

⇒クレジット発行時にその情 

  報を公表してみる。 
 

 「計画書のデータ」 

排出量データ等を計算し、販
売先、購入先候補を検討して
みる。  

 クレジットの販売先や購入先の見つけ方（３）  

https://www9.kankyo.metro.tokyo.jp/koukai/koukai.html 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 



都が公表する価格情報 
環境局のホームページで、取引価格の参考値を公表中 

東京都の調査による査定価格※ 

 

 

クレジット 査定価格帯（円/t-CO2) 

再エネクレジット 6,400～11,200 

超過削減量 200～1,100 
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• 部分削除 

• 都担当よりの修正
データ版反映済 

• 読み上げ原稿に、後の
プログラムで査定結果
について説明する旨を
追加（未実施） 

・2018年12月時点 

・取引ロット：100t-CO2以上1,000t-CO2未満（相当） 

※「査定」とは 
  市場参加者を対象にしたヒアリング調査によっ 
 て収集された情報を基に、査定者が「標準的な取 
 引」の価格を推定すること。 実際の取引価格の 
 統計ではなく、適正な取引価格を決定するもので 
 もない。 
 

 （留意点） 
  実取引における価格は売買当事者が交渉の結果決めるもの 
  取引形態、特に取引ロットの大小によって実際の取引価格はここで示す推算値と大きく 
  乖離する可能性がある。 

２（１）排出量取引の基本的な事柄 
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２－（２）削減量口座簿とは 

２ 排出量取引制度の概要 

ＣＯ２ 



指定管理口座と一般管理口座の関連付けが必要 

指定管理口座と一般管理口座との間でクレジットが移転で
きるよう二つの口座を関連付ける必要がある。 

 

 

 

 

一般管理口座開設申請書に必要事項を記入することで、
指定管理口座と関連付けを申請できる。 

申請書の提出により、既に開設済の一般管理口座を指定
管理口座に関連付けることは、後からでも可能 

対象事業所 事業者 

（口座名義人） 

一般管理口座 指定管理口座 

「所」の口座 「者」の口座 つなげる 

２（２）削減量口座簿とは 
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口座の役割（削減量が余る場合） 

①超過削減を達成 

対象事業所 

指定管理口座

事業所 a 
 

一般管理口座 

 事業者 A 

100 
tCO2 

100 
tCO2 

②超過削減量を 

 発行 

③一般管理口座 
 へ移転 

④他の一般管理口座Bへ移転 

関連付け 

【ポイント】 
 指定管理口座は超過削減量の発行先である。 
 指定管理口座にある段階では、事業所の義務

履行状況を表す記録（数値）に過ぎない。 

【ポイント】 
 超過削減量は、一般管理口座へ移転することに
より、口座名義人に帰属する。 

 関連付けした一般管理口座に移転できる。 

 【ポイント】 
 超過削減量を他の事業所へ移転する場合は、
指定管理口座から一般管理口座へ移転する。 
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２（２）削減量口座簿とは 



対象事業所 

指定管理口座 

事業所 a  
100 
tCO2 

100 
tCO2 

①他の一般管理口座Ｃ
からｸﾚｼﾞｯﾄを取得 

②指定管理口座へ移転 

③義務充当 

口座の役割（クレジットを義務履行に使用する場合） 

一般管理口座
事業者 A 

関連付け 

義務充当口座 

100 
tCO2 

知事の管理口座 

【ポイント】 
 義務充当は指定管理口座から行う。 

【ポイント】 
 指定管理口座へ移転することにより、財産権

性が失われ、事業所の記録（数値）となる。 
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【ポイント】 
 一般管理口座はクレジットを取得する口座となる。 

２（２）削減量口座簿とは 



27 

口座間の振替パターン 

パターン 移転の意味 

指定管理口座 

 ⇒ 一般管理口座 

・排出量取引の準備のための移転 

・指定管理口座に記録された超過削減量について、義務者 

 の間でクレジットの所有者を決めるための移転 

一般管理口座 

 ⇒ 一般管理口座 

・一般的な排出量取引 

・クレジットの所有者の記録が変更される。 

一般管理口座 

 ⇒ 指定管理口座 

・事業所の義務を履行する（義務充当口座へ移転する）た 

 めに、その事業所の指定管理口座へ移転（その後の義務 

 充当に関しては、スライド42を参照） 

指定管理口座 

 ⇒ 指定管理口座 
この移転はできない。 
必ず一般管理口座を経由しなければならない。 × 
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• 指定先ページ番号
変更（11/20） 

２（２）削減量口座簿とは 
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２－（３）排出量取引の例 

２ 排出量取引制度の概要 

ＣＯ２ 



超過削減量の発行と移転について 

①超過削減を達成 対象事業所 

指定管理口座 

一般管理口座 

100 
tCO2 

100 
tCO2 

②超過削減量100tCO2を発行 

③一般管理口座へ移転 

関連付け 

【ポイント】 
 移転するクレジットは指定管理口座に

発行されていることが必要である。 
 任意のタイミングでの発行には申請書

の提出が必要である。 

「振替可能削減量等発行等申請書」 

「振替可能削減量振替申請書」 

④他社の一般管理口座へ移転 

２（３）排出量取引の例 
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【ポイント】 
 移転には申請書の提出が必要

である。 
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超過削減量の取引の例 

①超過削減を達成 

指定管理口座 

一般管理口座 

②超過削減量を発行 100 
tCO2 

100 
tCO2 

100 
tCO2 

100 
tCO2 

④対象事業者AとBの間で超過削減量を移転 

⑤指定管理口座 
 へ移転 

⑥義務充当 

③一般管理口座へ移転 

関連付け 関連付け 

（対象事業者AとBの間の売買契約等の取り決めによる） 

削減義務達成まで 
 
残り100 tCO2 

30 

指定管理口座 

一般管理口座 

事業所 a 

事業者 A 

事業所 b 

事業者 B 

２（３）排出量取引の例 
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オフセットクレジットの取得  ①中小クレジットの場合 

対象事業所 ｂ 

指定管理口座 

中小規模事業所
の所有者等 

一般管理口座 
③中小ｸﾚｼﾞｯﾄを 
 発行 

50 
tCO2 

50 
tCO2 

50 
tCO2 

④取引参加者Ａと対象事業者Ｂの間で 
 中小ｸﾚｼﾞｯﾄを移転 

⑤指定管理口座 
 へ移転 

削減義務対象外 

①削減を達成 

対象事業者 B 

関連付け 

中小規模事業所  a 

事業者 A 

中小ｸﾚｼﾞｯﾄの場合は、中小規模事業
所の所有者等の一般管理口座に発行
される。 

②削減量の認定 
 を受ける 

一般管理口座 

⑥義務充当 

削減義務達成まで 
 
残り50 tCO2 
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２（３）排出量取引の例 



32 

オフセットクレジットの取得 ②再エネクレジットの場合 

④指定管理口座 
 へ移転 

⑤義務充当 

①グリーン電力証書を購入 

グリーン
電力証書 

○○kWh 

②電力量の認証 
 を受ける 

100 
tCO2 

100 
tCO2 

関連付け 

指定管理口座 

対象事業所  

対象事業者   

一般管理口座 

③再エネクレジットを発行 

再エネクレジットの場合は、対象事業所の 
所有者の一般管理口座に直接発行される。 

削減義務達成まで 
 
残り100 tCO2 
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• 「①グリーン電力証書」
については、口頭で注
意事項を話す（2017年
度原稿より反映済） 

２（３）排出量取引の例 



◆第１、第２計画期間における換算率 

太陽光、太陽熱※1、風力、地熱、 

水力（出力1,000kW以下） 

バイオマス※２ 

1.5倍 してクレジット認定 

1.0倍 してクレジット認定 

・重点的に供給拡大を図る再エネは、インセンティブを高めるため、換算率（1.5倍）により重み付けし

て クレジットを認定 

※1 現在は、グリーン熱証書のみを対象 
※2 バイオマス比率が95％以上のものに限る。黒液は除く。 
※3 「1.0倍」の適用に関する詳細は、再エネクレジット算定ガイドラインや取引セミナー等で、別途、お知らせします。 

・再エネの発電コストの低減、再エネの選択肢の多様化から、全て1.0倍してクレジットを認定※3 

◆第3計画期間における換算率 

1.0倍 してクレジット認定 

再エネクレジットの換算率について 

第３期（一部改正） 

現 行 

太陽光、太陽熱※1、風力、地熱、 

水力（出力1,000kW以下） 

バイオマス※２ 

２（３）排出量取引の例 
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再エネクレジット（その他削減量）の有効期間について 

＜第X計画期間に発電又は発行された発電量＞ 

 第X計画期間 及び 第X＋１計画期間の削減義務の履行に利用可能 

  （有効期限は第X＋１計画期間の整理期間終了時まで） 

※1： 「グリーンエネルギー証書（グリーン電力証書及びグリーン熱証書）」、「RPS法新エネルギー等電気相当量」 

※2：「グリーンエネルギー証書」の発行日とは、原則「グリーンエネルギー認証機関に届け出た発行日」を「RPS法新エネルギー等電気相当量」 

   の発行とは、RPS室に提出した新エネルギー等電気相当量の記録届出書が受理されることをいう。 

２（３）排出量取引の例 

◆第２計画期間末までにグリーンエネルギー証書等※1として発行※2された量 

◆第３計画期間以降にグリーンエネルギー証書等として発行された量 第３期（一部改正） 

現 行 

＜発電期間の末日が第ｎ計画期間の発電量＞ 

 第ｎ計画期間 及び 第ｎ＋１計画期間の削減義務の履行に利用可能 

  （有効期限は第ｎ＋１計画期間の整理期間終了時まで） 

 第３計画期間以降にグリーンエネルギー証書・新エネルギー等電気相当量として発行された量は、 
  発行された計画期間に関わらず、発電期間の末日が属する計画期間及び翌計画期間の義務履行に 
  利用できる。 
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複数の対象事業所の義務者になっている場合 

①超過削減 

 を達成 

対象事業所 

指定管理口座 

対象事業者 A    

一般管理口座 

②超過削減量 

 を発行 

100 
tCO2 

100 
tCO2 

30 
tCO2 

70 
tCO2 

対象事業者Ａが対象事業所a、b、cの３つの事業所の義務者になっていて、 
事業所aは義務を超過達成、事業所b、cはクレジットが必要な場合 

③一般管理 

 口座へ移転 

④ｂとｃの指定管理口座 
 へ移転 

⑤
義
務
充
当 

関連付け 

a b c 
削減義務達成まで 
 
残り30 tCO2 

削減義務達成まで 
 
残り70 tCO2 

指定管理口座 

２（３）排出量取引の例 

指定管理口座 
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３．排出量取引に係る留意事項 



 「バンキング」とは 
 削減計画期間中に削減対策を実施し超過削減量やオフセットクレジット等を発行し

たものの、当該削減計画期間の削減義務の履行に利用しなかったクレジット等を、
翌削減計画期間に持ち越すこと。 
（超過削減量以外のクレジット等は、発行したもののみバンキング対象となります。） 

 バンキングは期日の到来とともに自動的に行われるため、手続きは不要 

クレジット等
の有効期間 

例えば、第１計画期間（2010～2014年度）内に発行されたクレジット等は、第２計画期間（2015～2019年
度）の整理期間終了時（2021年9月末）まで利用することができます。 

バンキングされた超過削減量等の取扱い① 

３ 排出量取引に係る留意事項 

• バンキングの説明
を追加 

• 画像修正済 
• 下部文言一部削除 
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バンキングされた超過削減量等の取扱い② 

●バンキングされた超過削減量等の取扱いについて、ＣＯ２排出係数の見直しの影 
 響を反映するため、2017年度にバンキングの増量を実施 
●超過削減量等のバンキング量に都が規定する倍率を乗じて算定した量を第２計画 
 期間に利用できる量とした。 

【第１期のバンキング量】×【倍率】＝【第２期に利用できる量】 

  
バンキング量に乗ずる倍率（都規定） 

超過削減量 

・超過削減量及び都外クレジットを創出した事業所の第１期と第２期の基準排出量比で倍率を設定 

＊各基準排出量からは制度変更に伴う量（高効率コジェネ削減量・小原単位建物の排出量の除外・基準年度二年 

  を一年に変更の導入による変更量）は除く。 

＊一斉増量の前に移転したバンキング量についても、創出した事業所の倍率を乗ずる。 

＊第一計画期間中に指定取消となった事業所の発行した超過削減量の倍率は１．２１とする。 
都外クレジット 

再エネクレジット 
 
・第１期と第２期の排出係数比で倍率を設定  

＊その他ガス削減量のうち、第２期に係数が増加しないものは、増量しない。（例）N2O、SF6 その他ガス削減量 

都内中小クレジット 

 

・中小規模事業所での手続の簡素化のため一律の倍率（中小規模事業所では電気の使用比率が高い状況
を踏まえ、電気の排出係数の比）を設定 

埼玉連携クレジット ・埼玉県規定の倍率を適用 

３ 排出量取引に係る留意事項 

• 下付き文字修正 
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バンキングされた超過削減量等の取扱い③ 
●「第１計画期間」に創出されたクレジットは 
 「第２計画期間の削減義務の履行に利用可能」 

 （有効期限は第２計画期間の整理期間終了時（2021年9月末）まで） 

 →有効期限までに使用されなかったクレジットについては、有効期限の 
   到来と共に失効し、抹消される。 

 →有効活用する方法を検討する必要がある。 

＜活用方法＞ 

第二計画期間の削減義務の履行 

移転 （クレジット売買、同企業間での削減義務過不足の調整、東京都の取組への参加 

 （スライド92参照）） 

無効化による制度外でのカーボンオフセット等への利用（スライド59～参照） 



指定管理口座の開設及び廃止 
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 口座簿の閲覧、利用に必要なログインID等の情報は、「指定地球温暖
化対策事業所指定通知書」により、指定時に全義務者に通知される。 

 義務者が変更となった場合、新たに義務者となった事業者全員にログ
インID等が通知される。 

 指定取消しの30日後に指定管理口座を廃止 

 指定管理口座の廃止の際に口座にクレジットが記録されている場合、
当該クレジットは抹消されることになるので注意が必要 

 

 ⇒指定管理口座の廃止の日までに、指定管理口座に記録されている 
   クレジットを一般管理口座に移転する必要がある。 
  （事実上の移転期限）  
 

３ 排出量取引に係る留意事項 



超過削減量の発行 
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 削減義務期間の終了後、削減義務量及び総排出量が確定した段階 

（義務履行状況が確定した段階）で、都が各指定管理口座に発行する。 

 ⇒超過削減量の発行申請は原則、不要                     

(排出量取引システムにて確認可能） 

 

 

 

  

 削減義務期間の途中、発行申請書により、任意のタイミングで発行す

ることも可能 

３ 排出量取引に係る留意事項 



義務充当 
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 義務充当申請期限（※）の翌日において、削減不足量がある場合、 

指定管理口座に記録されているクレジットを都が職権で充当する。 

⇒削減不足量に見合ったクレジットを保有していれば、特段の手続きを 

  とらずとも義務履行が可能 

（※）義務履行期限日の30日前 

 削減義務期間の途中、義務充当申請により、任意のタイミングで充当

することも可能 

 一般管理口座から指定管理口座に振替を行ったクレジットについて、

振替後、遅滞なく、都が職権で充当する。 

３ 排出量取引に係る留意事項 
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４．排出量取引に係る各種手続 
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（１）一般管理口座の開設 

（２）超過削減量の発行 

（３）クレジットの振替 

（４）登録情報の変更について 

（５）口座管理者による申請 



（１） 一般管理口座の開設① 

 申請者 
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 排出量取引や無効化をお考えの方 
ア 指定地球温暖化対策事業者（法人、個人を問わない） 

イ 法人(外国法人で国内に事務所、営業所等を有しないものを除く。) 

ウ 次のいずれかに該当する個人 

 口座管理者 

 オフセットクレジットの発行を受けることができる者 

 一般管理口座の口座名義人（個人）について相続があった場合
の相続人 

※１口座につき１口座名義人に限る。 

※指定地球温暖化対策事業者又は口座管理者以外の者が口座を 

  開設する際は、１口座につき１３，４００円の手数料がかかる。 

一般管理口座開設申請書 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/large_scale/d
ocuments/ippan_kouza_kaisetsu.html 

 申請書類 

４ 排出量取引に係る各種手続 



（１） 一般管理口座の開設② 

全申請者 印鑑証明書（発行後６か月
以内のもの）※ 

個人のうち、印鑑証明書から氏名及
び住所が確認できない者 

住民票（発行後６か月以内のもの） 

個人のうち、オフセットクレジット
発行事業者 

オフセットクレジット認定通知書のコピー 

個人のうち、相続人 被相続人の戸籍謄本など 

45 

  

 添付書類 

   ※排出量取引に係る申請又は届出が２回目以降で、既に印鑑証明書（原本）を提出して 
いる場合は、コピー（６か月以内のもの）でも可 

     ただし、印鑑証明書の内容（印影、商号、本店所在地、代表者氏名等）について直近
で提出したものから変更があった場合は、最新の内容を反映した印鑑証明書（原本）を
添付すること。 

４ 排出量取引に係る各種手続 
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 提出物のイメージ  

印 鑑 証 明 書 

 

印 

名        称  株式会社東京○○ 
主たる事業所  東京都千代田区□□町一丁目１番
１号 
               代表取締役 東京太郎 
               昭和○年△月□日 生 

 

これは提出されている印鑑の写しに相違ないことを証明す
る。 

①一般管理口座開設申請書 ②印鑑証明書（原本） 

 

印 

③申請書の電子データ 
（CD-Rや電子メールの添
付ファイル（２MBまで）） 

※USBは不可 

（１） 一般管理口座の開設③ 

• ③フロッピー削除、
電子メールの添付
ファイル（２MBまで
）追記 

• ③画像変更 

４ 排出量取引に係る各種手続 



  ありません。 
   振替可能削減量の発行、取得又は移転を行うときまでに開設申請を行ってください。 

   申請書の受理後、口座開設までに時間を要しますので、余裕を持って開設されること 

  をお勧めします。 
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 申請期限  

 提出方法 

  

  申請書の提出後、口座開設手続が完了すると、東京都から「一般管理口座開設
通知書」及び口座簿利用者番号（ログインＩＤ）が送付される。 

（１） 一般管理口座の開設④ 

  窓口への持参（※）又は郵送。 
   ※窓口の予約方法は、次の2通りがあります。 

   ①ホームページから「ヘルプデスク予約申込書」をダウンロードし、FAXで予約 

   （http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/large_scale/helpdesk.html#cms4） 

   ②相談窓口に電話して予約（スライド94 を参照） 

• 指定先ページ番号
変更（11/20） 

４ 排出量取引に係る各種手続 



年 月 日

東 京 都 知 事　殿

㊞

※受付欄

口 座 番 号
管理口座
の 種 類

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の所 在地

口 座 に 係 る
指 定 地 球
温 暖 化 対 策
事 業 所の 情報
（ 指 定管 理口
座 に 限る 。）

　

令和

法人にあっては名称、代表者の氏名
及 び 主 た る 事 務 所 の 所 在 地

振替可能削減量等発行等申請書

振 替 可 能削 減量
（ 超 過 削減 量を
除 く 。 ）の 認定
（ 認 証 ） 番 号

種 類

振 替 可 能
削 減 量 等 に
係 る 情 報

発 行 又 は
振 替 の 数 量

振 替 可 能 削 減 量 等 の
管 理 を 行 う
部 署 等 の 連 絡 先

会社名

郵便番号

住所

所属名

電話番号

備考

添 付 書 類

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の22第３項、第４項又は第６項
の規定により振替可能削減量等の発行又は振替を次のとおり申請します。

指 定 番 号

　別添のとおり

　

FAX番号

 住　所

 氏　名

申請者

担当者名

t（二酸化炭素換算）

 申請者 
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 特定地球温暖化対策事業者 

 一つの申請で複数の指定管理口座の超過削
減量をまとめて発行することが可能 

 義務者が複数の場合は、原則、連名での申請
となる。 

 口座管理者を登録している場合は、口座管理

者が申請できる。 

 

振替可能削減量等発行等申請書 

申請書類 

 

（２） 超過削減量の発行① 

４ 排出量取引に係る各種手続 



添付書類  

（２） 超過削減量の発行② 

発行情報の公表
を希望する者 

振替可能削減量の発行等に係る 
情報の公表について※1 

口座名義人の 

情報に変更が 

あった者 

印鑑証明書（発行後６か月以内の
もの）※2 
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※1 公表を希望した場合は、東京都環境局ホームページに発行情報を公表します。公
表様式の提出がない場合は、公表いたしません。 

※２ 既に提出しており、記載内容に変更がない場合は添付不要 。印鑑証明書の内容

（印影、商号、本店所在地、代表者氏名等）について、直近で提出したものから変更が
あった場合のみ、最新の内容を反映した印鑑証明書（発行後６か月以内のもの）の添付
が必要 

４ 排出量取引に係る各種手続 



年 月 日

東 京 都 知 事　殿

㊞

※受付欄

口 座 番 号
管理口座
の 種 類

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の所 在地

口 座 に 係 る
指 定 地 球
温 暖 化 対 策
事 業 所の 情報
（ 指 定管 理口
座 に 限る 。）

　

令和

法人にあっては名称、代表者の氏名
及 び 主 た る 事 務 所 の 所 在 地

振替可能削減量等発行等申請書

振 替 可 能削 減量
（ 超 過 削減 量を
除 く 。 ）の 認定
（ 認 証 ） 番 号

種 類

振 替 可 能
削 減 量 等 に
係 る 情 報

発 行 又 は
振 替 の 数 量

振 替 可 能 削 減 量 等 の
管 理 を 行 う
部 署 等 の 連 絡 先

会社名

郵便番号

住所

所属名

電話番号

備考

添 付 書 類

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の22第３項、第４項又は第６項
の規定により振替可能削減量等の発行又は振替を次のとおり申請します。

指 定 番 号

　別添のとおり

　

FAX番号

 住　所

 氏　名

申請者

担当者名

t（二酸化炭素換算）

④印鑑証明書 
（必要な場合） 

（２） 超過削減量の発行③ 

提出物のイメージ  

①振替可能削減量等発行等
申請書 

②振替可能削減量の発行等に
係る情報の公表について 

（必要な場合） 

③申請書の電子データ 
（CD-Rや電子メールの添
付ファイル（２MBまで）） 

※USBは不可 

 

印 
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• ③フロッピー削除、
電子メールの添付
ファイル（２MBまで
）追記 

• ③画像変更 

４ 排出量取引に係る各種手続 



 申請者 
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  振替可能削減量の移転元の口座
名義人 

 一つの申請で複数の種類の振替可能削減量
又は複数の組合せの口座間について、まとめ
て振替が可能 

 指定管理口座について、義務者が複数の場合
は、原則、連名での申請となる。 

 指定管理口座について、口座管理者を登録し
ている場合は、口座管理者が申請できる。 

 

 

振替可能削減量振替申請書 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/la
rge_scale/documents/furikae.html 

 申請書類 

 

（３） クレジットの振替① 

４ 排出量取引に係る各種手続 



 （３） クレジットの振替②   

書類作成上の注意点 

  振替時の申告価格 

→原則「1単位当たりの取引金額」欄は
記載が必要 

 利用目的 

記載いただいた金額は集計し、統計処理した

数値のみを申告価格として公表予定 

（個々の取引金額を全て示すわけではない） 
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• 指定先ページ番号
変更（11/20） 

• 指定先ページ番号
削除（11/29） 

４ 排出量取引に係る各種手続 



 添付書類  

（３） クレジットの振替③ 

口座名義人の 

情報に変更が 

あった者 

印鑑証明書（発行後６か月以
内のもの）※ 

個人のうち、印鑑証明書から
氏名及び住所が確認できない
者 

住民票（発行後６か月以内のもの） 
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※ 既に提出しており、記載内容に変更がない場合は添付不要 。印鑑証明書の内容 
（印影、商号、本店所在地、代表者氏名等）について、直近で提出したものから変更が
あった場合のみ、最新の内容を反映した印鑑証明書（発行後６か月以内のもの）の添付
が必要 

４ 排出量取引に係る各種手続 



②印鑑証明書（必要な場合） 

（３） クレジットの振替④ 

 提出物のイメージ  

①振替可能削減量振替申請書 

③申請書の電子データ 
（CD-Rや電子メールの添
付ファイル（２MBまで）） 

※USBは不可 

54 

 

印 

• ③フロッピー削除、
電子メールの添付
ファイル（２MBまで
）追記 

• ③画像変更 

４ 排出量取引に係る各種手続 



 （４） 登録情報の変更について① 

 口座名義人に関する情報（氏名、住所※１） 

 口座管理者に関する情報（氏名、住所※２） 

 口座の連絡先の会社・部署の変更 等 

  ※１ 一般管理口座のみ開設をしている場合 

  ※２ 口座管理者が口座名義人以外の場合 

 

→ 「口座名義人等氏名等変更届出書」 
  の提出が必要 
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 添付書類 

  クレジットの振替と同様（スライド53参照） 

 

• 連絡先関連につい
て追記 

• 届出の必要な場合
と不要な場合（連絡
は必要）にスライド
分割 

• 都担当修正済み（
11/28） 

• 指定先ページ番号
変更（11/30） 

４ 排出量取引に係る各種手続 



 （４） 登録情報の変更について② 
 口座名義人情報・連絡先に変更があるが、同時に以下の届出又は

申請を行う場合 
     ① 指定地球温暖化対策事業者氏名等変更届出書 

     ② 指定地球温暖化対策事業者変更届出書 

     ③ 所有事業者等届出書 

     ④ 一般管理口座更新申請書 

     ⑤ 振替可能削減量振替申請書 

     ⑥ 義務充当申請書 
 

 連絡先の登録情報の会社・部署以外の登録情報の変更（※） 
 

→ 「口座名義人等氏名等変更届出書」 の提出は不要 
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• 連絡先関連につい
て追加 

• 都担当修正済み 

（11/28） 

• ※注記の文字色を
青字に変更(11/29） 

※ 会社・部署以外の登録情報の変更については、 相談窓口への 
  メール又は郵送による連絡が必要 

４ 排出量取引に係る各種手続 
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口座管理者とは 

 口座管理者は、削減義務者に代わって、指定管理口座に係る申請（超過削減
量の発行・移転、義務充当の申請など）を行うことができる。 

 削減義務者の同意があれば、誰でも口座管理者になることができる。 

 口座管理者の登録申請は、削減義務者全員の記名押印が必要 

・口座管理者の登録後は、単独義務者の場合と同じ手続手順となる。 

A 

指定管理口座に係る申請手続は
全ての口座名義人の連名である
必要がある。 

B C D E 

口座管理者を登録すると・・・ 

A 

口座管理者Aは単独で指定管理
口座に係る申請手続を代行可能 

B C D E 

（５） 口座管理者による申請 

４ 排出量取引に係る各種手続 



58 

申請様式等の掲載 

 
 

 

 

 

＜提出書類＞ 

各申請様式については、東京都環境局ＨＰからダウンロー
ドできます。 

必要書類及び手続の詳細についても掲載しておりますので
ご確認ください。 

掲載場所の 

画面イメージ 

 
http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climat
e/large_scale/documents/index.html 

４ 排出量取引に係る各種手続 
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５．クレジットの無効化についての 

手続きと留意事項 

2018年4月
から適用 



クレジットの無効化 
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無効化 

申請により、クレジットを本制度の義務充当に利用できない状態にするこ
とで、当該申請者はカーボン・オフセット等、本制度の義務履行以外に、
当該環境価値を活用することができる。 

 

メリット 
2018年3月30日付規則改正により、一般管理口座に記録されている超過
削減量及び都内中小クレジットについて、申請により無効化(※)すること
が可能となった。 （※規則では、「記録移転」の語を使用） 

2018年4月
から適用 

５ クレジットの無効化についての手続きと留意事項 

※口頭で、カーボン・
オフセットについて巻
末の用語集にも掲載
されている旨を話す追
記済 

• CSRの文言を削除 



【ポイント】 
 一般管理口座に記録されているもの（自ら発行したものでなくても可） 
 対象クレジット：超過削減量及び都内中小クレジットのみ※ 

100t
CO2 

①無効化できるクレジット 

②クレジットの無効化 

クレジットを義務履行以外で活用する場合 

移転元となる
一般管理口座 

無効化口座 

10tCO2 

知事の管理口座 

【ポイント】 
 無効化されたクレジットは、所有者の一般管理口

座から知事の管理口座である無効化口座に移転 
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【ポイント】 
 クレジット発行の基礎となった環境価値を所有

者が都制度外にも活用可 
 無効化されたクレジットは一般管理口座に戻せ

ない。 

90t
CO2 

口座に残す 

③環境価値の制度外活用 

無効化 

５ クレジットの無効化についての手続きと留意事項 

• 「※削減量口座簿上
に無効化口座が整
備されるまで～」削
除 

• ②文言修正（11/29） 

• 不要画像削除 

※無効化の対象クレジットとして「再エネクレジット（環境価値換算量）」及び「都外クレジット」の追加を検討中 



口座名義人（一般管理口座） 東京都 

 ③クレジット無効化の記録 

クレジットの無効化申請手続きの流れ 
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①クレジットの無効化申請  ②振替可能削減量記録移転申請書の確認 

○振替可能削減量記録移転申請書 

 ④クレジットの減少の確認 

 ○クレジットの増加の記録（無効化口座） 

クレジット記録移転通知書 
（無効化証書）の受領 

⑤クレジット記録移転通知書（無効化証書） 
の送付 

○クレジット記録移転通知書 
（無効化証書） 

⑥クレジットの無効化の状況の公表 
（都ホームページ） 

 公表内容の確認 

 ○クレジットの減少の記録（一般管理口座） 

５ クレジットの無効化についての手続きと留意事項 

• ⑥（都ホームページ
等）から「等」削除 



無効化の申請手続き（１） 
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５ クレジットの無効化についての手続きと留意事項 

 申請者 

  振替可能削減量※が記録されてい
る一般管理口座の口座名義人 

 無効化の申請は、無効化の目的ごとに行う。 

 複数の種類の振替可能削減量又は複数の口
座に記録された振替可能削減量に対して記録
移転の申請をまとめて行うことが可能 

 無効化を希望する振替可能削減量の識別番号
を指定する。 

※超過削減量及び都内中小クレジットに限る。 

振替可能削減量記録移転申請書 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/la
rge_scale/documents/mukouka.html 

 申請書類 



 添付書類  

無効化の申請手続き（２） 

無効化に係る情報の
公表 

振替可能削減量記録移転（クレジットの無
効化）に係る情報の公表等について※1 

口座名義人の情報に
変更があった者 

印鑑証明書（発行後６か月以内のもの） 
※2 

個人のうち、印鑑証明書から氏名
及び住所が確認できない者 

住民票（発行後６か月以内のもの） 
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５ クレジットの無効化についての手続きと留意事項 

※1 無効化を行ったクレジットの種類ごとの合計量（t-CO2）、識別番号及び有効期間並び
に無効化を行った時期については、東京都環境局ホームページの「制度実績の公表」に必
ず公表される。  
※2 既に提出しており、記載内容に変更がない場合は添付不要 。印鑑証明書の内容（印
影、商号、本店所在地、代表者氏名等）について、直近で提出したものから変更があった場
合のみ、最新の内容を反映した印鑑証明書（発行後６か月以内のもの）の添付が必要  



②振替可能削減量記録移転 
 （クレジットの無効化）に係る 
 情報の公表等について 

①振替可能削減量記録
移転申請書 

無効化の申請手続き（２） 
 提出物のイメージ  

５ クレジットの無効化についての手続きと留意事項 

④印鑑証明書 
（変更があった場合） 
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③申請書の電子データ 
（CD-Rや電子メールの添
付ファイル（２MBまで）） 

※USBは不可 

• ③フロッピー削除、
電子メールの添付
ファイル（２MBまで
）追記 

• ③画像変更 

 

印 



無効化の申請手続き（３） 
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 振替可能削減量記録移転（クレジットの無効
化）に係る情報の公表等について 

 無効化を行ったクレジットの種類ごとの合計量 
（t-CO2）、識別番号、有効期限及び無効化を行
った時期については必ず公表される。 

 用途について、その他括弧内に記載した内容
は公表されない。 

 無効化の目的は、都からの通知書にそのまま
転載される。 

振替可能削減量記録移転（クレジットの無効化）に係
る情報の公表等について 

  http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/large_sc 

  ale/documents/mukouka.html 

 提出書類 

５ クレジットの無効化についての手続きと留意事項 



種類 数量 識別番号 有効期限

無効化の目的

令和　年　月　日

東京都知事

東京都キャップ＆トレード制度
クレジット記録移転通知書

（無効化証書）

殿

　都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則第４条の21 の14 第３項の規定により、
クレジットを知事の管理口座に移転いたしました。
　これにより、以下のクレジットの無効化が行われたことを証します。

 通知書類  

無効化の申請手続き（４） 

５ クレジットの無効化についての手続きと留意事項 

 無効化の記録完了後、申請者宛てに「クレジット記録移転通知書（無効化証書）」を送付す
る。 

 「振替可能削減量記録移転（クレジットの無効化）に係る情報の公表等について」の無効
化の目的は、都からの通知書にそのまま転載される。 

 

無効化証書に記載される無
効化したクレジットの情報 

 

 クレジットの種類 

 数量（t-CO２） 

 識別番号 

 クレジットの有効期限 

 無効化の目的 
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• 無効化証書に記載
される無効化した
超過削減クレジット
の情報を追加 

（11/30） 



     無効化申請の留意事項 
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５ クレジットの無効化についての手続きと留意事項 

 無効化の申請は無効化の目的ごとに行う必要があります。 

 申請期限は無効化するクレジットの有効期限までです。 

 一度無効化を行ったクレジットは、取り消して再度一般管理口座に
戻して義務履行に利用することはできないため、自らの事業所の
義務履行の状況及びクレジットの有効期限を踏まえて、無効化を
行う数量等については慎重に検討ください。 

 無効化されたクレジットは自らの責任において利用することとし、仮
に当該クレジットの利用に伴って不利益を被る事態が生じた場合
においても、都は一切の責を負いません。 

• 無効化証書の有効
期限について、
FAQより追加 

→削除（11/29） 

• 無効化申請の期限
を追加（11/29） 
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６．総量削減義務と排出量取引システムについて 



クレジットの量や取引履歴などの情報を記録し、管理する電子システム 
インターネットを通じて、Webブラウザ上で操作できる。 
口座開設者は、自らの事業所の義務履行状況のほか、自分が開設した口座に記録されて 
いるクレジットの量や取引履歴などを参照できる。 
利用時間：開庁日（土日、祝日を除く）9:00から18:00まで 
利用料：無料  
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 総量削減義務と排出量取引システムとは 

＜義務履行状況＞ 

 

 

 

＜取引履歴＞ 

 

 

 

 

＜クレジットの保有量＞ 

 

 

 

＜△△会社＞ 

 都内中小ｸﾚｼﾞｯﾄ：100t 

 超過削減量：200t 

＜○○会社＞ 

10/1 超過削減量 発行 100t  

10/3 都外ｸﾚｼﾞｯﾄ 移転 50t 

＜○○ビル＞ 

基準排出量：3,500t 

2017年度排出量：3,000t 

６ 総量削減義務と排出量取引システムについて 

銀行口座のようなイメージ 
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 システムのイメージ 

トップページ 

ログイン画面 

口座が開設されると、東京都からユー
ザID（口座簿利用者番号）とパスワー
ド（暗証番号）を記載した通知書が送
付される。 

ユーザIDとパスワードを紛失した場合は、
「口座簿利用者番号通知申請書」の提出に
より再発行する必要があります。大切に保
管してください。 

６ 総量削減義務と排出量取引システムについて 
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 システムで何ができるか 

＜指定管理口座＞ ＜指定・一般共通＞ ＜一般管理口座＞ 

指定管理口座・一般管理口座が開設されると、次のことができる※1 

基準排出量、削減義務 
   率などの参照 

毎年度の温室効果ガス 
   排出状況の参照 

義務履行状況の参照 

移転の実行 

見積受付登録事業者照 
 会の利用 

クレジットの無効化履歴
の参照 

クレジットの保有量の 
   参照 

クレジットの取引履歴の   
   参照 

口座開設者情報の参照 

※1 自分の口座のみ 

６ 総量削減義務と排出量取引システムについて 
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 メッセージ交換管理機能の追加により、電子メールを使わずに東京都とのメッセージやデータ  
 のやり取りが可能になりました。また、 
 ・一般管理口座間でクレジットの移転実行が可能になった旨の通知 
 ・指定管理口座から一般管理口座への移転完了の通知 
 を受け取ることができます。 

※口頭で、ユーザーID

・パスワードは順次送
付中であることを話す。
追記済。 



第二義務率 第二義務率 第二義務率 第二義務率 第二義務率

Ⅰ-２ Ⅰ-２ Ⅰ-２ Ⅰ-２ Ⅰ-２

基準排出量 33,041 33,041 33,041 33,041 33,041 165,205

削減義務率 15% 15% 15% 15% 15%

排出上限量 140,425

削減義務量 24,780

特定温室効果ガス
排出量

23,334         23,334

排出削減量 9,707         9,707

             

             

9,707           9,707

4,751        

117,091 t-CO2

トップレベル事業所の認定区分

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 整理期間

残りの削減義務期間における排出上限量

超過削減量の発行量

超過削減量発行可能量

決
定
及
び
予
定
の
量

実
績

その他ガス削減量の
義務充当量

振替可能削減量の
義務充当量

取引を加味した
排出削減量

義務履行状況

 

削減義務率以外の数値の単位はt-CO2

適用区分

事業所区分

電事法関連の適用区分

削減義務
期間合計
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 システムで何ができるか 

＜指定管理口座＞ 

指定管理口座が開設されると、次のことができる※1 

基準排出量、削減義務 

   率などの参照 

毎年度の温室効果ガス 

   排出状況の参照 

義務履行状況の参照 

※1 自分の口座のみ 

超過削減量の発行可能な量が一目でわかる 

６ 総量削減義務と排出量取引システムについて 
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 システムで何ができるか 

＜指定・一般共通＞ 

指定管理口座・一般管理口座が開設されると、次のことができる※1 

クレジットの保有量の 

   参照 

クレジットの取引履歴の 

   参照 

口座開設者情報の参照 

※1 自分の口座のみ 

(例)一般管理口座の画面 

６ 総量削減義務と排出量取引システムについて 



ボタンを押して、移転完了！ 
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 システムで何ができるか 

＜一般管理口座＞ 

一般管理口座が開設されると、次のことができる※1 

移転の実行 

見積受付登録事業者 

   照会 

クレジットの無効化履
歴の参照 

 

※1 自分が開設した口座のみ 

一般管理口座から一般管理口座

への移転の場合のみ、「移転実行」

の操作が必要 

６ 総量削減義務と排出量取引システムについて 

申請書の都審査完了
後、売り手が行う 



76 

 システムで何ができるか 

＜一般管理口座＞ 

一般管理口座が開設されると、次のことができる※1 

移転の実行 

見積受付登録事業者 

   照会 

クレジットの無効化履歴
の参照 

※1 自分が開設した口座のみ 

 
 

 

 

 

この画面で登録した情報がシステム上に公開される。 

６ 総量削減義務と排出量取引システムについて 

 

☝   売り手・買い手を 
 探すことができる！ 



口座簿利用者番号（ユーザＩＤ）・暗証番号を 

紛失した 
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 システムにログインするためのユーザＩＤ、初期暗証番号は 
「指定（又は一般）管理口座開設通知書」又は「指定地球温暖化対策
事業所指定通知書」に記載あり 

 「口座簿利用者番号等通知申請書」により、ユーザＩＤの通知又は 

  暗証番号の再発行が可能 

⇒「指定（又は一般）管理口座開設申請書」又は「指定地球温暖化対策事業 
  所指定通知書」の「振替可能削減量等の管理を行う部署等の連絡先」宛て 
  に郵送 

 初期暗証番号でログインすると、暗証番号の変更が必ず求められる。 

⇒変更後、再度暗証番号の変更を行う場合は、一度ログアウトしてから 
  作業を行うこと。その際、初期暗証番号を暗証番号として（再度） 
  設定することは、セキュリティ対策上、推奨しない。 

６ 総量削減義務と排出量取引システムについて 

• 「又は「指定地球温
暖化対策事業所指
定通知書」」を追記 



 口座の連絡先は、「地球温暖化対策計

画書」の連絡先とは別に設けられている

ので、特に注意が必要となる。 

 

※連絡先の登録情報に変更がある場合 

  は、申請又は連絡が必要となる。 

             

        

登録情報の確認 

 
口座名義人情報・連絡先の 

登録情報が最新の 
情報になっているか確認 

 

６ 総量削減義務と排出量取引システムについて 

78 

スライド55参照 

• 連絡先関連につい
て、修正・追記 

• 指定先ページ番号
変更（11/20） 
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 口座情報一覧について 

 指定管理口座、一般管理口座

の口座名義人や連絡先の情報

を一覧化したもの 

 東京都環境局のホームページ

で閲覧できる。 

 原則、全ての管理口座につい

て情報を公表する。 

（例）指定管理口座情報一覧（PDF）イメージ 

口座番号が分からなくなった場合はここから確認 

６ 総量削減義務と排出量取引システムについて 



７．関係資料の掲載場所 
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• 画像については、使
いまわしていた用語
集側を削除。 



各申請様式は
こちら⇒ 

 
 
 
 
 

＜排出量取引＞ 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/large_scale/trade/index.html 
81 

排出量取引の情報は、東京都環境局ＨＰから 

７ 関係資料の掲載場所 

81 

システム 
ログインは
この先⇒ 

• 義務履行の資料掲載に
ついて、読上げ原稿に
追記（未） 

• 動画の案内コメント
削除（11/29） 
※動画は２０１３年時点の情報で、
指定管理口座の申請の案内等、
各改正前の情報が多いため。 
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排出量取引に関する情報公開について 

 
 
 
 
 

＜制度実績の公表＞ 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/large_scale/data/index.html  

クレジットの発行量や取引量など、排出量取引及び無効
化に関する情報を東京都環境局HPで公表しています。 

 に、「排出量取引に係る情報」としてPDFファイルを掲載  

７ 関係資料の掲載場所 

（例）排出量取引に係る情報（PDF）イメージ 

排出量取引等に係る情報（201９年3月) 



８．排出量取引に関する用語定義集 

83 

• 用語定義集追加 

• 画像削除済 
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あ行 

1 
 

一般管理口座 取引参加者がオフセットクレジットの発行と、超過削減量及びオフセットクレジットの取引
とを行うために管理する口座。取引参加者の単位で開設することができる。 

2 一般管理口座等に係る関連付
け 

一般管理口座と指定管理口座との間で、超過削減量又はオフセットクレジットの移転が
できるよう、二つの口座を関連付けること。関連付けされていない一般管理口座と指定管
理口座との間では、クレジット等の移転を行うことができない。 
なお、「一般管理口座等に係る関連付け」は2013年1月1日付改正前の規則では、「特定
一般管理口座の登録」手続と呼んでいた。 

3 
  

移転 ある管理口座に記録されている超過削減量又はオフセットクレジットを減少させ、他の管
理口座においてそのクレジット等の増加の記録をすることを、クレジット等が減少する管
理口座の側から表現したもの。 

4 オフセットクレジット 排出量取引の対象となる削減量のうち、都内中小クレジット、都外クレジット、再エネクレ
ジット及び埼玉連携クレジットの４つを指す。 

5 温室効果ガス 二酸化炭素（CO２）、メタン（CH４）、一酸化二窒素（N２O）、ハイドロフルオロカーボン
（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC）、六ふっ化いおう（SF６）、及び三ふっ化窒素（NF３）
を指す。 

か行 

6 カーボン・オフセット 事業活動等におけるＣＯ₂等の排出について、自らの取組のみでは削減しきれない量を、
他の事業者の取組等による削減量で埋め合わせ（オフセット）するという考え方 

7  環境価値 特定温室効果ガスの排出削減の事実及び当該削減による地球温暖化対策に貢献する
価値を指す。 

排出量取引に関する用語定義集（１） 

８ 排出量取引に関する用語定義集 
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8  環境価値換算量 再エネクレジットの一種。再生可能エネルギーに係る発電及び熱利用の環境価値を、特
定温室効果ガス排出量の削減量に換算してクレジット化したものを指す。 

9  基準排出量 特定地球温暖化対策事業所において特定温室効果ガス年度排出量との増減を比較す
る基準となる量を指す。過去の特定温室効果ガス排出量の平均値で算定する場合と、用
途別に定められた排出標準原単位を用いて算定する場合とがある。 

10  規則 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則（平成13年東京都規則第34
号）を指す。 

11  帰属 管理口座において超過削減量、オフセットクレジット又はその他ガス削減量が記録されて
いる状態を、当該超過削減量、オフセットクレジット又はその他ガス削減量は当該管理口
座の口座名義人に帰属するという。 

12  義務充当 指定管理口座に記録された超過削減量、オフセットクレジット及びその他ガス削減量を義
務履行に充てるために義務充当口座に移すことを指す。義務充当口座に移された超過
削減量、オフセットクレジット及びその他ガス削減量は再び指定管理口座に移すことはで
きない。 

13  義務充当口座 指定管理口座に記録された超過削減量、オフセットクレジット及びその他ガス削減量を義
務履行に充てるために移す口座を指す。指定管理口座から義務充当口座に移された超
過削減量、オフセットクレジット及びその他ガス削減量は当該特定地球温暖化対策事業
所の削減量とみなされる。 

14  義務履行期限 計画期間の終了年度の翌々年度の９月末日を指す。ただし、次の例外がある。 
特定地球温暖化対策事業所の指定の取消しがあり削減義務の終了年度が変更された
場合は知事が認めた日の翌日から起算して180日目 
計画期間の削減義務量又は温室効果ガス排出量の確定が当該計画期間の終了年度の
翌々年度の４月３日以降となった場合は確定の日の翌日から起算して180日目 

排出量取引に関する用語定義集（２） 

８ 排出量取引に関する用語定義集 
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15 クレジット等 削減対策の実施等によって得られた、温室効果ガスの削減量や環境価値であって、削
減義務の履行への利用が可能なものを指す。超過削減量、都内中小クレジット、再エネ
クレジット、都外クレジット、埼玉連携クレジット及びその他ガス削減量がクレジット等に当
たる。なお、このうち都内中小クレジット、再エネクレジット、都外クレジット及び埼玉連携
クレジットをオフセットクレジットという。 

16 口座管理者 指定地球温暖化対策事業者又は特定地球温暖化対策事業者の申請により登録され、そ
の管理口座に関する手続を代行する者を指す。 

17 口座簿利用者番号 削減量口座簿に開設を受けた管理口座へログインするために必要となるユーザーＩＤを
指す。パスワード（初期暗証番号）と共に「指定（又は一般）管理口座開設通知書」又は
「指定地球温暖化対策事業所指定通知書」に記載。 

18 口座名義人 管理口座の開設を受ける者を指す。指定管理口座においては当該指定地球温暖化対策
事業所の指定地球温暖化対策事業者が、一般管理口座においては開設を受ける取引
参加者が各々該当する。 

さ行 

19 再エネクレジット 環境価値換算量（一定の条件を満たす再生可能エネルギーに係る発電及び熱利用の環
境価値をクレジット化したもの）及びその他削減量（一定の条件を満たすグリーンエネル
ギー証書又はRPS法新エネルギー等電気相当量をクレジット化したもの）を指す。 

20 埼玉連携クレジット 連携県等削減量の通称。埼玉県で創出されるクレジット等のうち、東京都の排出量取引
で利用できるものをいい、次の２種類がある。 
・超過削減量（基準排出量が15万トン以下であって、埼玉県の目標設定型排出量取引

制度における目標の達成が確認された事業所で創出されたものに限る。） 
・県内削減量 

排出量取引に関する用語定義集（３） 

８ 排出量取引に関する用語定義集 
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21 削減義務期間 特定地球温暖化対策事業者が、削減義務を負う期間を指す。各計画期間内において、
特定地球温暖化対策事業所に該当する年度から当該計画期間の終了年度までの期間
（特定地球温暖化対策事業所の指定の取消しがあり終了年度が変更された場合は当該
変更後の終了年度）までがこれに当たる。 

22 削減義務の履行 義務履行期限までに「事業所の排出総量」から「義務充当口座の削減量」を差し引いた
量を「排出上限量」以下とすることを指す。「事業所の排出総量」が「排出上限量」以下で
あれば、「義務充当口座の削減量」は必要ない。 

23  削減義務率 特定地球温暖化対策事業所において、基準排出量に対して特定温室効果ガス年度排出
量を削減すべき割合を指す。第一計画期間においては８％（第一区分事業所のうち地域
冷暖房等を多く利用している事業所を除く。）又は６％（第一区分事業所のうち地域冷暖
房等を多く利用している事業所及び第二区分事業所）、第二計画期間においては17％又
は15％である。 

24  削減義務量 特定地球温暖化対策事業所において、削減義務期間の間に、基準排出量に対して特定
温室効果ガス年度排出量を削減しなければならない合計量を指す。削減義務期間の間
の一年度ごとに基準排出量に削減義務率を乗じて得た量を当該削減義務期間において
合計して計算される。 

25 削減計画期間 制度全体の区切りであって、削減義務期間の基となる各期間を指す。第一計画期間は
2010年度から2014年度までの５か年度で、以降５か年度ごとの期間となる。 

26 削減量口座簿 削減量口座簿は、本制度で利用できる超過削減量、オフセットクレジット及びその他ガス
削減量を記録し、管理するシステムである。削減量口座簿には知事の管理口座、指定管
理口座及び一般管理口座が開設され、超過削減量、オフセットクレジット及びその他ガス
削減量は全てこれらの口座に発行される。また、排出量取引による超過削減量及びオフ
セットクレジットの取得や、義務充当等は、全て削減量口座簿上に記録される。 

排出量取引に関する用語定義集（４） 

８ 排出量取引に関する用語定義集 
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27 識別番号 超過削減量、オフセットクレジット及びその他ガス削減量について１t-CO2ごとに付けられ
る番号を指す。識別番号により、超過削減量、オフセットクレジット及びその他ガス削減量

の種類、発行された計画期間等を関連づけることができる。 
28 指定管理口座 指定地球温暖化対策事業者が特定温室効果ガス年度排出量を管理し、またこれに加え

て特定地球温暖化対策事業者が基準排出量、排出上限量、超過削減量、オフセットクレ
ジット及びその他ガス削減量を管理する口座を指す。第二計画期間以降、指定地球温暖
化対策事業所の指定時に事業所単位で自動で開設される。 

29 指定地球温暖化対策事業者 指定地球温暖化対策事業所の所有事業者等を指す。原則所有事業者が該当するが、
所有事業者及び当該事業所の事業活動に伴う温室効果ガスの排出について責任を有
する者が所有事業者等届出書により知事に届け出た場合、当該届出者が該当する。 

30 
  

指定地球温暖化対策事業所 前年度の原油換算エネルギー使用量が1,500kℓ以上となったことで、知事から指定を受
けた事業所を指す。特定地球温暖化対策事業所の指定を受けていない間は、総量削減
義務はかからない。 

31 指定番号 指定地球温暖化対策事業所ごとに付けられた４桁の固有の番号を指す。 

32 取得 移転の対となる概念。他の管理口座に記録されている超過削減量又はオフセットクレ
ジットを減少させ、自らの管理口座においてそのクレジット等の増加の記録をすることを、
クレジット等が増加する管理口座の側から表現したもの。 

33 総量削減義務と排出量取引シス
テム 

削減量口座簿の機能に加え、本制度の管理に関する機能を総合的にまとめたシステム
の名称。削減量口座簿に記録された情報の参照など、このシステムの一部の機能は事
業者も直接利用できる。 

排出量取引に関する用語定義集（５） 

８ 排出量取引に関する用語定義集 



89 

た行 

34 大規模事業所 指定地球温暖化対策事業所の要件を満たす事業所を指す。 

35 知事の管理口座 知事が制度運用のために用いる口座を指す。義務充当口座、抹消口座、他制度連携口
座、及び無効化口座から構成される。 

36 超過削減量 特定地球温暖化対策事業所において、削減義務量を基に算定される値を超えて特定温
室効果ガス排出量を削減したときに発行できるもので、排出量取引の対象となる。基準
排出量から特定温室効果ガス年度排出量を減じて得た量（基準排出量の２分の１を上限
とする。）のうち、基準排出量に削減義務率を乗じて得た量から義務充当を行ったその他
ガス削減量を減じて得た量を超過した量を指す。 

37 都外クレジット 都外削減量の通称。一定の条件を満たす都外の事業所等において特定温室効果ガス
排出量が一定の水準以上削減されたときに発行されるもので、排出量取引の対象となる。 

38 特定地球温暖化対策事業者 特定地球温暖化対策事業所の所有事業者等を指す。原則所有事業者が該当するが、
所有事業者及び当該事業所の事業活動に伴う温室効果ガスの排出について責任を有
する者が所有事業者等届出書により知事に届け出た場合、当該届出者が該当する。 

39 特定地球温暖化対策事業所 指定地球温暖化対策事業所のうち、３年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始
された場合にあっては、当該年度を除く３年度）連続して原油換算エネルギー使用量が
1,500kℓ以上となったことで、指定を受けた事業所を指す。総量削減義務がかかる。 

40  都内中小クレジット 都内削減量の通称。一定の条件を満たす都内の指定地球温暖化対策事業所以外の事
業所等において特定温室効果ガス排出量が削減されたときに発行できるもので、排出量
取引の対象となる。 

41  取引参加者 特定地球温暖化対策事業者、指定地球温暖化対策事業者及びそれ以外で取引への参
画を希望する事業者を指す。 

排出量取引に関する用語定義集（６） 

８ 排出量取引に関する用語定義集 
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な行 

は行 

42 排出上限量 削減義務期間の間に排出することが許される上限の量を指す。削減義務期間の各年度
の基準排出量を合計して得た量から削減義務量を減じて計算される。 

43 排出削減量 削減義務期間の各年度の基準排出量を合計して得た量から排出総量を減じて得た量を
指す。 

44  排出総量 特定地球温暖化対策事業所における特定温室効果ガス年度排出量の削減義務期間に
おける合計を指す。 

45 排出量取引 超過削減量及びオフセットクレジットの取得及び移転と、それに伴う諸手続を指す。 

46  発行 知事が、削減量口座簿において、それまで記録されていなかった超過削減量、オフセット
クレジット及びその他ガス削減量の増加の記録をすることを指す。 

47  バンキング 当該計画期間に発行された超過削減量、オフセットクレジット及びその他ガス削減量をそ
の期間の義務充当に利用せず、翌計画期間の義務充当に利用するために指定管理口
座又は一般管理口座で保有し続けることを指す。 

48  振替 取得及び移転を指す。 

49  振替可能削減量 条例における用語で、超過削減量及びオフセットクレジットを指す。 

排出量取引に関する用語定義集（７） 

８ 排出量取引に関する用語定義集 
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ま行 

50 見積受付登録事業者 クレジット等の売買の見積りを行う者として、事業者自らが削減量口座簿に登録した者を
指す。 

51  無効化 クレジット等を本制度の義務充当に利用できない状態にすることを指す。 

や行 

ら行 

わ行 

排出量取引に関する用語定義集（８） 

※「総量削減義務と排出量取引制度における 排出量取引運用ガイドライン」第３部第１章 「用語定義集」より抜粋 

  

＜排出量取引総量削減義務と排出量取引制度における排出量取引運用ガイドライン＞ 

http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/large_scale/rules/cat9740.html#cmstori 

 

• や行「又は「指定地
球温暖化対策事業
所指定通知書」」を
追記 

• ガイドラインの掲載
URLを記載 

８ 排出量取引に関する用語定義集 



 都は、CO２を排出しない｢ゼロエミッション東京｣を目指し、 
東京2020大会の開会式・閉会式の４日間、都内全域で排出される
CO２のオフセットに取り組みます。 
 
 加えて、 東京2020組織委員会が取り組む、 
「東京2020大会のカーボンオフセット」についても、併せて協力
していきます。 

東京ゼロカーボン４デイズ in 2020 

 ○４日間に都内で排出される全てのCO２は、約72万トン 
 

 ○東京2020大会の運営等に由来するCO２は、約293万トン 
 

 ○東京都Ｃ＆Ｔ制度対象事業者の皆さまから、 
  クレジットの提供についてご協力いただき、 
  排出されるCO２をオフセット 
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クレジットを、本取組にご提供頂くと・・・ 
 

 ・ ご協力いただいた事業者全員に、知事名の「御礼状」を交付 
 

 ・ 事業者の法人名（Ｃ＆Ｔ制度における一般管理口座名義）、 
  ご協力量を、東京都環境局のホームページに掲載 
 

 ・ 事業者が作成・発行するＩＲ報告書などの法定書類に、協力の 
  事実を掲載可能 
 

 ・ 寄付事業者のホームページ等で、“東京都の取組に協力した”旨、 
  公表可能（公表できる内容が限定的となりますので、必ず募集案内の別紙を確認ください。） 

東京ゼロカーボン４デイズ in 2020 
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詳しくは､本日配布の募集案内若しくは東京
都環境局のホームページをご覧ください。 ＺＣ４Ｄ２０２０ 



「総量削減義務と排出量取引制度 相談窓口」では、            
排出量取引に関する相談をお受けしています。 
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相談窓口にお気軽にご相談ください！！ 

＜総量削減義務と排出量取引制度 相談窓口＞ 

〒163-8001 東京都新宿区西新宿二丁目8番1号 

        東京都庁第二本庁舎 ２０ 階南側 

TEL ：03-5388-3438 
FAX ：03-5388-1380 
Email ：ondanka31@ml.metro.tokyo.jp （制度全般に関係するご質問） 

     torihiki@ml.metro.tokyo.jp（取引制度・クレジットの無効化に関するご質問）  

口座の開設、取引に関する申請手続 

クレジットの取引方法 

会計税務の取扱い 

クレジットの無効化に関すること 

その他排出量取引に関すること 

東京ゼロカーボン４デイズin2020に関すること 


